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「不適正」問題で経費を職員負担とする方針を議会で説明

経費の一部負担？どこまで職員に責任を擦り付けるのか！
県民のために一生懸命働いてきた職員を「処分」するだけでは足らず、カネまで払わせる！？
　県当局は1日、「不適正経理」問題について議会説明を行い、その中で「不正経理処理」（いつの間にか「不適正経理」が「不正経理処理」にされている！）により競争性なく物品等を購入したことで、適正な手続きで購入した場合に比べて割高になった可能性があるとし、経費の一部について全職員を対象に負担させる方針を表明しました。

職員が負担するいわれはない！

　「私的流用」分を私的流用した本人及び恩恵を受けた者から返還させることは当然ですが、｢予算消化｣を強いられ、硬直的な会計制度の中で便法として、個人の判断ではなく、組織として「差し替え」等が当然のように実質的には奨励されてきた中で生じた？「割高」を職員が負担するいわれはありません。

まして「割高になった可能性がある」などといういい加減な根拠で、しかも「任意」などという｢超法規的｣な狡猾なやり方で職員に責任を擦り付ける極めて恥知らずな姿勢は到底容認できません。

負担させたければ条例制定を！

　県職員なら誰でも知っていると思いますが、自治体がお金を徴収するには確かな法的根拠が必要です。

　負担は「任意」とするようですが、職場で上司から「協力してくれ」と言われれば、それは実質的に「強制」以外のなにものでもありません。仮に何も言われなくても、上司が負担したとなればプレッシャーは相当強くなります。

どうしても職員に負担させたいのであれば、根拠となる条例を制定してもらいたいものです。

どれだけ「割高」か、額の根拠を示せ！

　もし、「競争性がないから割高になった」と主張するのであれば、1件1件、何がいくら割高になったのか、１円単位で明確にした上で「負担額」を積算すべきです。

（ただし、その計算は、職員は県民サービスをはじめとした本来業務で忙しいので、知事をはじめ幹部職員が土日にボランティアで行なってください！）

　また、「不適正経理」を前提で切り詰めた人員配置を行ってきたわけですから、「適正経理」を行うために本来必要だった人件費等のコストを積算し、「割安」のコストと「割高」になった金額と相殺して「割高」になった金額を示すべきです。（もし、「割高」金額より、必要なコストのほうが多かった場合は、その差額は職員に還元してくれるのでしょうか？もちろんその原資は知事や幹部職員の給料等で捻出していただきますが！）

責任を取るのが知事や幹部の仕事です！

　本当に「割高」の実態があって、それを負担しなければならないというのであれば、そうした組織風土を放置し、改善してこなかった知事と副知事、幹部職員で負担すべきです。それこそが、常々「最高経営層」と称している者の責任の取り方ではないでしょうか？（まさかどこかの政治家のように、「知らなかった」とはいいませんよね！もしも本当に知らなかったとしたら、知事も幹部も「その任にあらず」ですから！あっ！でも「政治家知事」か！）

